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から５年間の運営状況の経緯を確認するため、

会長が必要と認めた資料を、指定された期日ま

でに号数審議会に提出しなければならない。 

４ 当該普通寺院又は教会において、号数審査会

の決定に異議のあるときは、第３２条の規定に

準じ、再審査を請求することができる。ただし、

再審査請求の期限は、号数審査会の決定から１

ヵ月以内とする。 

（招集） 

第３８条 号数審議会は、教務所長が招集する。 

２ 第３６条による号数審議会は、申請年度の１

月末日までに招集しなければならない。 

３ 前条による号数審議会は、その都度招集する

ものとする。 

（上申手続） 

第３９条 教務所長は、号数審議会の審議を経た

後、当該年度の２月１０日までに、当該普通寺

院及び教会の申請書に号数審議会の意見を付し

て、これを宗務総長に上申しなければならない。

ただし、前条第３項の場合は、その都度号数審

議会の意見を付して、宗務総長に上申するもの

とする。 

附 則 

１ この達令は、１９９３年５月１日から施行する。 

２ 賦課金条例施行条規（１９８７年達令公示第

６号）は、廃止する。 

３ 宗費賦課金の賦課基準に関する達令（１９９

２年達令公示第４号。以下「基準達令」という。）

は、廃止する。ただし、１９９３年７月１日ま

での間に設立された普通寺院及び教会は、基準

達令附則第２項の規定をなお適用する。 

４ この達令施行の際、基準達令により定められ

ている普通寺院及び教会の号数は、この達令に

規定する号数審査会において決定された賦課号

数とみなす。 

５ １９９１年７月２日以後１９９３年７月１日

までの間に、新たに賦課する事由の生じた普通

寺院及び教会の賦課号数は、第３７条の規定に

より、１９９４年３月末日までに、号数審議会

の予備審査を経て号数審査会において適正な号

数を決定するものとする。 

附 則（１９９４年６月２８日達令公示第１３号） 

１ この達令は、公示の日から施行する。 

２ 新たに賦課する事由の生じた普通寺院及び教

会で、１９９３年度において、号数審査会で賦

課号数が決定された普通寺院及び教会について

も、第３７条第２項から第４項までの規定を適

用する。 

附 則（１９９７年６月１３日達令公示第５号）抄 

 この達令は、１９９７年７月１日から施行する。 

附 則（１９９７年６月２４日達令公示第１６号）  

１ この達令は、１９９７年７月１日から施行する。 

２ この達令施行の際、現に使用している様式は、

当分の間、この達令に基づく必要な修正を加え

て使用することができる。この場合、これに該

当する様式の変更内容については、別に定める。 

附 則（２００３年６月２８日達令公示第１０号） 

１ この達令は、２００３年７月１日から施行する。 

２ この達令施行の際、現に使用している様式は、

この達令に基づく必要な修正を加えて使用する

ことができる。 

附 則（２０１１年６月１０日達令公示第４号） 

１ この達令は、公示の日から施行する。 

２ この達令施行の日から数えて前３ヵ月以内に

生じた広域災害の被災寺院又は教会については、

第１５条第４項の規定を適用するものとする。 

附 則（２０１３年６月２８日達令公示第１４号） 

 この達令は、２０１３年７月１日から施行する。 

附 則（２０２０年６月２５日達令公示第１２号） 

 この達令は、２０２０年７月１日から施行する。 
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冥加金条例 
〈１９９１年６月２９日条例公示第３１号〉 

改正 ①１９９４年６月１５日条例公示４  

②２０２１年６月３０日条例公示１２ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、本派の冥加金について定める。 

（冥加金の種類） 

第２条 冥加金の種別を次のように定める。 

（１）学事冥加金 

（２）出版物冥加金 

（３）研修冥加金 

（４）同朋会館冥加金 

（５）斎冥加金 

（６）墓地冥加金 

（７）管理冥加金 

（８）不動産冥加金 

（９）渉成園冥加金 

（10）大谷専修学院冥加金 

２ 前項各号のほか、法要又は行事その他特別の

必要があるときは、臨時に冥加金を定めること

ができる。この場合、当該年度の予算にその名

称を示すものとする。 

第３条 学事冥加金は、学事及び検定について、

出版物冥加金は、出版物の頒布について、研修

冥加金は、研修及び講習について、同朋会館冥

加金は、同朋会館の使用について、斎冥加金は、

斎について、墓地冥加金は、墓地の使用につい

て、管理冥加金は、施設及び宝什物の使用につ

いて、不動産冥加金は、不動産の使用について、

渉成園冥加金は、渉成園の使用について、大谷

専修学院冥加金は、大谷専修学院における学事

及び学務について、それぞれ収納するものとす

る。 

（冥加金の決定） 

第４条 冥加金の額は、宗務総長が定める。 

附 則 

１ この条例は、１９９１年７月１日から施行する。 

２ １９９１年６月３０日現在、定めた冥加金の

額は、この条例により定めたものとみなす。 

附 則（１９９４年６月１５日条例公示第４号）  

 この条例は、１９９４年７月１日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第１２号）  

 この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 

 

 

 

第１種共済特別会計の閉鎖に  
伴う基本金及び給付準備金の  
処理に関する特別措置条例 

〈２０２１年６月３０日条例公示第１５号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、第１種共済特別会計の閉鎖

に伴い、第１種共済特別会計条例（１９９１年

条例公示第３４号。以下「条例」という。）第

３条に定める基本金及び２０２０年度の決算で

生じた条例第８条に定める給付準備金の残額の

処理について、必要な事項を定める。 

（保管） 

第２条 前条による基本金及び給付準備金の残額

は、宗務改革における行財政改革において、宗

派財政構造の改革方針が定まるまでの間、保管

金として別途これを保管する。 

２ 前項の保管金は、第１種共済特別会計閉鎖金

預り（以下「預り金」という。）という。 

（利息の処理） 

第３条 預り金から生じる果実は、これを預り金

に繰り入れて処理しなければならない。 

（預り金の使用） 

第４条 預り金を使用するときは、一般会計の予

算に計上して宗会の議決を得なければならない。 

（経理） 

第５条 預り金の経理の方法については、会計条

例（１９８８年条例公示第１号）第４４条の規

定によるものとする。 

附 則 

 この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 
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第２種共済特別会計条例 
〈１９９１年６月２９日条例公示第３５号〉 

改正 ①２００１年６月２９日条例公示１４ 

②２００８年６月２７日条例公示７  

③２０１３年６月２８日条例公示１３ 

④２０１９年６月２７日条例公示１６ 

⑤２０２１年６月３０日条例公示１６ 

⑥２０２１年６月３０日条例公示１９ 

 

（設置） 

第１条 第２種共済に関する資産の管理及び業務

の運営を適正ならしめるため、第２種共済特別

会計を設置し、一般会計と区分して経理する。 

第２条 削除 

（歳入及び歳出） 

第３条 この会計においては、拠出金、一般会計

からの回付金及びその他の収入をもって歳入と

し、復興共済金、宗派共済見舞金及び業務の運

営に要する経費をもって歳出とする。 

（歳入歳出現況書の作成） 

第４条 毎会計年度終了２ヵ月前において、予算

と同一の区分により、歳入歳出現況書を作成し

なければならない。 

２ 前項の歳入歳出現況書には前年度の貸借対照

表を添付しなければならない。 

（予算の提出） 

第５条 この会計の歳入歳出予算は、毎年その年

度の一般会計の予算と同時に宗会に提出して、

その議決を得なければならない。 

２ 前項の予算には、前条の歳入歳出現況書を添

付しなければならない。 

（復興共済積立金） 

第６条 共済金の不足を補うため、復興共済積立

金を設ける。 

２ 共済金に不足を生じたときは、予算額にかか

わらず復興共済積立金から補填することができ

る。ただし、共済条例（１９８７年条例公示第５号）

第１８条に規定する給付額の制限を超えてこれを

使用することができない。 

３ 復興共済積立金は、共済金以外に使用しては

ならない。 

第７条 削除 

（剰余金の処理） 

第８条 歳計に剰余を生じたときは、これを復興

共済積立金に繰り入れるものとする。 

（復興共済積立金の保管） 

第９条 復興共済積立金は、別途に経理し、毎会

計年度末現在の計算書及び保管の方法を示す書

類を作成し、会計監査院の監査を経て、決算書

と同時に宗会に提出し、その承認を求めなけれ

ばならない。 

（資産の保管） 

第１０条 この会計の資産は、平常の支出に充当

するに必要な額を除き、信用ある銀行等に預け、

若しくは確実な有価証券に替えて別途にこれを

保管しなければならない。 

（歳入歳出決算書及び貸借対照表の作成及び提出） 

第１１条 この会計は、毎会計年度歳入歳出決算

書及び貸借対照表を作成し、会計監査院の監査

を経て、一般会計の歳入歳出決算書と同時に宗

会に提出し、その承認を求めなければならない。 

（会計条例の準用） 

第１２条 この条例に定めのない事項については、

会計条例の規定を準用する。 

附 則 

１ この条例は、１９９１年７月１日から施行する。 

２ １９９１年６月３０日現在、設置していた第

２種共済特別会計は、この条例による第２種共

済特別会計とみなす。 

３ １９９１年６月３０日現在、施行していた予

算及び継続費並びに保管及び処理をしていた別

途会計は、それぞれこの条例による予算及び継

続費並びに別途会計とみなす。 

４ １９９１年６月３０日現在、取り扱っていた

経理事務は、この条例により取り扱っているも

のとみなす。 

５ １９９１年６月３０日現在、有していた資産

は、この条例による資産とみなす。 

６ １９９１年６月３０日現在、設けていた復興

共済積立金は、この条例による復興共済積立金

とみなす。 

附 則（２００１年６月２９日条例公示第１４号） 

 この条例は、２００１年７月１日から施行する。

ただし、第２条及び第６条から第８条までの改正

については、２００３年１月１日から施行する。 

附 則（２００８年６月２７日条例公示第７号） 

 この条例は、２００８年７月１日から施行する。 

附 則（２０１３年６月２８日条例公示第１３号） 

 この条例は、２０１３年７月１日から施行する。 

附 則（２０１９年６月２７日条例公示第１６号）抄 

 この条例は、２０２０年１月１日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第１６号）抄 

 この条例は、２０２１年６月３０日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第１９号）抄 

 この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 
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東本願寺出版特別会計条例 
〈１９９１年６月２９日条例公示第３６号〉 

改正 ①２０１２年６月２９日条例公示１３ 

②２０２３年６月３０日条例公示１５ 

 

（設置） 

第１条 出版物に関する条例（１９９１年条例公

示第４６号）第４条に基づいて刊行する出版物

の収入及び支出の経理を明確にして、その健全

な運営に資するため、東本願寺出版特別会計を

設置し、一般会計と区分して経理する。 

（歳入及び歳出） 

第２条 この会計においては、出版物の冥加金、

第７条に定める東本願寺出版特別会計運営資金

からの繰入金及びその他の収入をもって歳入と

し、出版物の刊行及びそれに伴う業務に要する

経費並びに一般会計への回付金をもって歳出と

する。 

（歳入歳出現況書の作成） 

第３条 この会計は、毎会計年度終了２ヵ月前に、

予算と同一の区分により、歳入歳出現況書を作

成しなければならない。 

２ 前項の歳入歳出現況書には、前年度の貸借対

照表を添付しなければならない。 

（予算の提出） 

第４条 この会計の予算は、毎年その年度の一般

会計の予算と同時に、宗会に提出し、その議決

を得なければならない。 

２ 前項の予算には、前条の歳入歳出現況書を添

付しなければならない。 

（予算の区分） 

第５条 この会計の歳入歳出予算は、歳入にあっ

ては、その性質に従って、歳出にあっては、そ

の目的に従って、それぞれ款及び項に区分する。 

（出版物計算書の送付） 

第６条 毎会計年度終了後１０日以内に、年度末

現在による出版物計算書を、会計監査院に送付

しなければならない。 

（東本願寺出版特別会計運営資金） 

第７条 出版物の刊行及び販路拡張に資する営業

広報に必要な資金を確保するため、東本願寺出

版特別会計運営資金（以下「運営資金」という。）

を設ける。 

２ 運営資金を使用するときは、東本願寺出版特

別会計の予算に計上して宗会の議決を得なけれ

ばならない。 

３ 運営資金は、別途に経理し、毎会計年度末現

在の計算書及び保管の方法を示す書類を作成し、

会計監査院の監査を経て、決算書と同時に宗会

に提出し、その承認を求めなければならない。 

（剰余金の処理） 

第８条 この会計において、歳計に生じた剰余金

はこれを運営資金に繰り入れるものとする。た

だし、歳計に不足が生じた場合は、運営資金を

もってこれを支弁するものとする。 

（歳入歳出決算書及び貸借対照表の作成及び提出） 

第９条 この会計は、毎会計年度歳入歳出決算書

及び貸借対照表を作成し、会計監査院の監査を

経て、一般会計の歳入歳出決算書と同時に宗会

に提出し、その承認を求めなければならない。 

２ 前項の歳入歳出決算書には、第６条の出版物

計算書を添付しなければならない。 

（物品出納簿） 

第１０条 刊行した出版物は、物品出納簿によっ

て品目ごとに常に整理して、その受入及び払出

の都度、数量及び受入価格又は払出価格（無償

払出のときはその事由）を明確にしておかなけ

ればならない。 

２ 前項の物品出納簿によって毎月末日現在にお

ける受払の計算表を翌月１日から５日までの間

に作成しなければならない。 

３ 前項の計算表は、会計監査院条例（１９９１

年条例公示第７号）第１４条に定める現況監査

の都度会計監査院に提出し、監査を受けなけれ

ばならない。 

（会計条例の準用） 

第１１条 この条例に規定のない事項については、

会計条例の規定を準用する。 

附 則 

１ この条例は、１９９１年７月１日から施行する。 

２ １９９１年６月３０日現在、設置していた出

版物特別会計は、この条例による出版物特別会

計とみなす。 

３ １９９１年６月３０日現在、施行していた予

算は、この条例による予算とみなす。 

４ １９９１年６月３０日現在、取り扱っていた

経理事務は、この条例により取り扱っているも

のとみなす。 

５ １９９１年６月３０日現在、有していた出版

物は、この条例による出版物とみなす。 

附 則（２０１２年６月２９日条令公示第１３号）  

 この条例は、２０１２年７月１日から施行する。 

附 則（２０２３年６月３０日条令公示第１５号） 

１ この条例は、２０２３年７月１日から施行する。 

２ この条例施行の際、現に設置されている出版

物特別会計及び出版物特別会計運営資金は、こ

の条例による東本願寺出版特別会計及び東本願
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寺出版特別会計運営資金とそれぞれみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計における災害見舞費の  
残額を災害見舞準備金として保管 
する臨時措置条例 

〈１９９１年６月２９日条例公示第４０号〉 

改正 ①２０１９年６月２７日条例公示１６ 

②２０２１年６月３０日条例公示１９ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、一般会計に計上した災害見

舞費について、その年度の歳計に残額を生じた

とき、予算より支出し災害見舞準備金（以下「準

備金」という。）として、これを別途に保管する

特別措置について定める。 

（準備金） 

第２条 準備金は、保管金としてこれを保管する。 

２ 準備金は、当該年度において一般会計に計上

されている災害見舞費に不足を生じたとき、こ

れに充当するものとする。 

（準備金の使用） 

第３条 準備金を使用する必要が生じたときは、

共済条例（１９８７年条例公示第５号）第２２

条に定める共済審査会にはかり決定しなければ

ならない。 

（経理） 

第４条 準備金の経理の方法については、会計条

例（１９８８年条例公示第１号）第４４条の規

定によるものとする。 

附 則 

１ この条例は、１９９１年７月１日から施行する。 

２ １９９１年６月３０日現在、施行していた予

算並びに保管及び処理をしていた別途会計は、

それぞれこの条例による予算並びに別途会計と

みなす。 

３ １９９１年６月３０日現在、取り扱っていた

経理事務は、この条例により取り扱っているも

のとみなす。 

附 則（２０１９年６月２７日条例公示第１６号）抄 

 この条例は、２０２０年１月１日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第１９号）抄  

 この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 
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退職慰労金給付運用資金に 
関する特別措置条例 

〈２０１８年６月２５日条例公示第１０号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宗務役員給与条例（２０１

８年条例公示第６号）第９条に定める退職慰労

金の円滑な給付と支出の安定に必要な資金を確

保するための特別措置について定める。 

（運用資金） 

第２条 前条に規定する資金は、退職慰労金給付

運用資金（以下「運用資金」という。）といい、

一般会計から支出し、保管金として別途にこれ

を経理する。 

２ 本派の歳出予算に計上した退職慰労金であっ

て、当該会計年度に使用残を生じたときは、こ

れを運用資金に繰り入れるものとする。 

３ 退職慰労金に不足を生じたときは、予算額に

かかわらず運用資金から補填して給付するもの

とする。 

（利息の処理） 

第３条 運用資金から生じる果実は、これを運用

資金に繰り入れて処理しなければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第４条 運用資金は、この条例の目的以外に使用

することができない。 

（経理） 

第５条 運用資金の経理の方法については、会計

条例（１９８８年条例公示第１号）第４４条の

規定によるものとする。 

附 則 

 この条例は、２０１８年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

保証金として支出した金員の管理 
に関する臨時措置条例 

〈１９８３年６月２１日条例公示第４号〉 

改正 ①１９８８年６月２５日条例公示１０ 

②１９９２年６月１５日条例公示５  

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、保証金として支出した金員

の管理について、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この条例において「保証金」とは、宗門

問題に関し宗教法人真宗大谷派又は宗教法人真

宗大谷派が包括する宗教法人たる別院に係る訴

訟について、裁判所の命により保証金を供託す

る必要が生じた場合に支出した金員をいう。 

２ 前項の保証金は、法令の定めるところにより

現金又は公債によるほか銀行との支払保証委託

契約によることができる。 

（報告義務） 

第３条 保証金は、その供託の必要がなくなるま

での間、毎年４月末日現在により保証金の状況

を示す書類を作成して、宗会にこれを報告しな

ければならない。この場合、公債たる保証金に

ついては当該公債の額面金額、買付金額、償還

期限及び利息の処理状況を、支払保証委託契約

については銀行名、預金種別、金額及び利息の

処理状況を、それぞれ明示するものとする。 

（中間利息の処理） 

第４条 保証金から生ずる利息を受取ったときは、

これを当該会計年度の一般会計の雑収入として

処理しなければならない。 

（供託中に償還期限に至った公債の処理） 

第５条 公債たる保証金を供託している間にその

公債が償還期限に至ったときは、償還された金

員をもって当該公債と同じ額面の公債を直ちに

購入するものとし、その残額は、当該会計年度

の一般会計の雑収入として処理しなければなら

ない。 

（返還を受けた保証金の処理） 

第６条 保証金の返還を受けたときは、これを当

該会計年度の一般会計の雑収入として処理しな

ければならない。この場合において、公債であ

る保証金の返還を受けたときは、当該公債の償

還期限に至るまでの間、継続して運用すること

ができるものとし、その償還日をもってこれを

当該会計年度の一般会計の雑収入として処理し

なければならない。 

２ 前項の公債は、保証金返還預りとし、保管金
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として別途に経理するものとする。 

附 則 

１ この条例は、１９８３年７月１日から施行する。 

２ この条例施行の際、現に係属している宗教法

人真宗大谷派又は宗教法人本願寺に係る訴訟の

保証金は、この条例による保証金とみなす。 

附 則（１９８８年６月２５日条例公示第１０号）抄 

 この条例は、公示の日から施行する。 

附 則（１９９２年６月１５日条例公示第５号） 

 この条例は、公示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宗祖親鸞聖人七百五十回御遠忌特別会計終 
了後の懇志金並びに御修復賦課金及び御遠 
忌法要御香儀の収納に関する臨時措置条例 

〈２０１２年６月２９日条例公示第１８号〉 

改正 ２０２３年６月３０日条例公示１３ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宗祖親鸞聖人七百五十回御

遠忌特別会計終了後の同会計に属する懇志金並

びに御修復賦課金及び御遠忌法要御香儀の収納

について定める。 

（懇志金） 

第２条 門徒は、当該会計の終了にかかわらず懇

志金を納付し、寺院及び教会は、懇志金を扱う

ことができる。 

（御修復賦課金及び御遠忌法要御香儀） 

第３条 寺院及び教会は、納付に至っていない御

修復賦課金及び御遠忌法要御香儀をすみやかに

納付するよう努めなければならない。 

（収納金） 

第４条 前２条に規定する収納金は、真宗本廟

両堂等御修復積立金に繰り入れるものとす

る。 

附 則 

 この条例は、２０１２年７月１日から施行する。 

附 則（２０２３年６月３０日条令公示第１３号） 

 この条例は、２０２３年７月１日から施行する。 
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宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開宗 
八百年慶讃事業特別会計終了後の懇志金並 
びに慶讃法要御香儀の収納に関する臨時 
措置条例 

〈２０２３年６月３０日条例公示第９号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宗祖親鸞聖人御誕生八百五

十年・立教開宗八百年慶讃事業特別会計終了後

の同会計に属する懇志金及び慶讃法要御香儀の

収納について定める。 

（懇志金） 

第２条 門徒は、当該会計の終了にかかわらず懇

志金を納付し、寺院及び教会は、懇志金を扱う

ことができる。 

（慶讃法要御香儀） 

第３条 寺院及び教会は、納付に至っていない慶

讃法要御香儀をすみやかに納付するよう努めな

ければならない。 

（収納金） 

第４条 前２条に規定する収納金は、宗祖親鸞聖

人御誕生八百五十年・立教開宗八百年慶讃事業

特別勘定（以下「八百五十年慶讃特別勘定」と

いう。）といい、保管金として経理する。 

（費途） 

第５条 八百五十年慶讃特別勘定は、毎年当該収

納に対する交付金等を除き、すべて翌年度の宗

務改革推進資金に繰り入れるものとする。 

附 則 

 この条例は、２０２３年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・ 
立教開宗八百年慶讃事業推進資金 
に関する特別措置条例 

〈２０２０年６月２５日条例公示第６号〉 

改正 ２０２３年６月３０日条例公示１１ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宗祖親鸞聖人御誕生八百五

十年・立教開宗八百年慶讃事業（以下「事業」とい

う。）の推進に必要な資金を確保するための特別措

置について定める。 

（資金） 

第２条 前条の資金は、宗祖親鸞聖人御誕生八百

五十年・立教開宗八百年慶讃事業推進資金（以

下「資金」という。）といい、一般会計または宗

祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開宗八百年

慶讃事業特別会計（以下「特別会計」という。）

から支出し、保管金として別途にこれを経理す

る。 

（利息の処理） 

第３条 資金から生ずる果実は、これを資金に繰

り入れて処理しなければならない。 

（資金の使用） 

第４条 資金を使用するときは、特別会計の予算

に計上して宗会の議決を得なければならない。

ただし、特別会計廃止後にさらに事業を推進し

ようとするときは、一般会計臨時部の予算に計

上するものとする。 

（目的外使用の禁止） 

第５条 資金は、この条例の目的以外に使用する

ことができない。 

（経理） 

第６条 資金の経理の方法は、会計条例（１９８

８年条例公示第１号）第４４条の規定による。 

附 則 

 この条例は、公示の日から施行する。 

附 則（２０２３年６月３０日条例公示第１１号）  

この条例は、公示の日から施行する。 
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宗務改革推進資金に関する 
特別措置条例 

〈２０１２年６月１８日条例公示第６号〉 

改正 ①２０１９年６月２７日条例公示１２ 

②２０２１年６月３０日条例公示４  

③２０２３年６月３０日条例公示１０ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教区及び組の改編、門徒戸

数調査及び行財政改革等、宗務の改革の推進に

必要な資金を確保するための特別措置について

定める。 

（推進資金） 

第２条 前条の資金は、宗務改革推進資金（以下

「推進資金」という。）といい、宗祖親鸞聖人

七百五十回御遠忌特別会計、宗祖親鸞聖人御誕

生八百五十年・立教開宗八百年慶讃事業特別会

計及び宗祖親鸞聖人御誕生八百五十年・立教開

宗八百年慶讃事業特別勘定から支出し、保管金

として別途にこれを経理する。 

（利息の処理） 

第３条 推進資金から生じる果実は、これを推進

資金に繰り入れて処理しなければならない。 

（推進資金の使用） 

第４条 推進資金を使用するときは、会計条例（１

９８８年条例公示第１号。以下同じ。）第７条

の規定に基づき、特別会計を設定し、又は一般

会計の予算に計上して宗会の議決を得なければ

ならない。 

（目的外使用の禁止） 

第５条 推進資金は、この条例の目的以外に使用

することができない。 

（経理） 

第６条 推進資金の経理の方法は、会計条例第４

４条の規定による。 

附 則 

 この条例は、公示の日から施行する。 

附 則（２０１９年６月２７日条例公示第１２号）  

この条例は、２０１９年７月１日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第４号）抄 

この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 

附 則（２０２３年６月３０日条例公示第１０号）  

この条例は、２０２３年７月１日から施行する。 

 
 
 

寺院活性化支援資金に関する 
特別措置条例 

〈２０１９年６月２７日条例公示第１３号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、別院及び寺院・教会の活性

化支援に将来的に必要な資金を確保するための

特別措置について定める。 

（支援資金） 

第２条 前条の資金は、寺院活性化支援資金（以

下「支援資金」という。）といい、宗祖親鸞聖

人御誕生八百五十年・立教開宗八百年慶讃事業

特別会計から支出し、保管金として別途にこれ

を経理する。 

（利息の処理） 

第３条 支援資金から生じる果実は、これを支援

資金に繰り入れて処理しなければならない。 

（支援資金の使用） 

第４条 支援資金を使用するときは、一般会計の予

算に計上して宗会の議決を得なければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第５条 支援資金は、この条例の目的以外に使用

することができない。 

（経理） 

第６条 支援資金の経理の方法は、会計条例（１９

８８年条例公示第１号）第４４条の規定による。 

附 則 

この条例は、２０１９年７月１日から施行する。 
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真宗本廟両堂等御修復積立金に 
関する特別措置条例 

〈２０１０年６月２９日条例公示第１４号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、御影堂、阿弥陀堂及び御影

堂門の将来的な御修復及び大規模な営繕に備え、

必要とされる資金の一部又は全部を確保するた

めの特別措置について定める。 

（積立金） 

第２条 前条の資金は、真宗本廟両堂等御修復

積立金（以下「積立金」という。）といい、一

般会計又は宗祖親鸞聖人七百五十回御遠忌特別

会計から支出し、保管金として別途にこれを経

理する。 

（指定寄付金の採納） 

第３条 前条のほか、第１条に定める資金として

指定する寄付金は、会計条例（１９８８年条例

公示第１号。以下同じ。）第２条及び第２６条

の規定にかかわらずこれを採納し、積立金に繰

り入れるものとする。 

（利息の処理） 

第４条 積立金から生じる果実は、これを積立金

に繰り入れて処理しなければならない。 

（積立金の使用） 

第５条 積立金の一部又は全部を使用するときは、

会計条例第７条の規定に基づき、特別会計を設

定し、又は一般会計の予算に計上して宗会の議

決を得なければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第６条 積立金は、この条例の目的以外に使用す

ることができない。 

（経理） 

第７条 積立金の経理の方法は、会計条例第４４

条の規定による。 

附 則 

 この条例は、２０１０年７月１日から施行する。 

 

 

 

 
 
 
 
 

真宗本廟諸施設営繕積立金に 
関する特別措置条例 

〈１９９８年６月１７日条例公示第４号〉 

改正 ２００３年６月２８日条例公示１３ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、御影堂、阿弥陀堂及び御影

堂門を除く諸施設の大規模営繕について、将来

的に必要とされる資金の一部又は全部を確保す

るための特別措置について定める。 

（積立金） 

第２条 前条の資金は、真宗本廟諸施設営繕積立

金（以下「積立金」という。）といい、一般会

計から支出し、保管金として別途にこれを経理

する。 

（指定寄付金の採納） 

第３条 前条のほか、第１条に定める資金として

指定する寄付金は、会計条例（１９８８年条例

公示第１号。以下同じ。）第２条及び第２６条

の規定にかかわらずこれを採納し、積立金に繰

り入れるものとする。 

（積立金の使用） 

第４条 積立金の一部又は全部を使用するときは、

会計条例第７条の規定に基づき、特別会計を設

定し、又は一般会計の予算に計上して宗会の議

決を得なければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第５条 積立金は、この条例の目的以外に使用す

ることができない。 

（経理） 

第６条 積立金の経理の方法は、会計条例第４４

条の規定による。 

附 則 

 この条例は、１９９８年７月１日から施行する。 

附 則（２００３年６月２８日条例公示第１３号）  

 この条例は、公示の日から施行する。 
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蓮如上人五百回御遠忌特別会計 
終了後の懇志金及び御遠忌御香 
儀の収納に関する臨時措置条例 

〈１９９８年６月１７日条例公示第５号〉 

改正 ①２００４年６月２８日条例公示１６ 

②２０２３年６月３０日条例公示１４ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、蓮如上人五百回御遠忌特別

会計終了後の同会計に属する懇志金及び御遠忌

御香儀の収納について定める。 

（懇志金） 

第２条 門徒は、当該会計の終了にかかわらず懇

志金を納付し、寺院及び教会は、懇志金を扱う

ことができる。 

（御遠忌御香儀） 

第３条 寺院及び教会は、納付に至っていない御

遠忌御香儀をすみやかに納付するよう努めなけ

ればならない。 

（収納金） 

第４条 前２条に規定する収納金は、一般会計の

雑収入として歳入するものとする。 

附 則 

 この条例は、１９９８年７月１日から施行する。 

附 則（２００４年６月２８日条例公示第１６号）  

 この条例は、２００４年７月１日から施行する。 

附 則（２０２３年６月３０日条例公示第１４号） 

 この条例は、２０２３年７月１日から施行する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

首都圏教化推進特別会計条例 
〈１９９６年６月２０日条例公示第４号〉 

改正 ①２０１２年６月２９日条例公示２１ 

②２０１４年６月２７日条例公示８  

 

（設置） 

第１条 首都圏教化推進に必要な経費の収入及び

支出を明確にしてその経理を適正ならしめるた

め、首都圏教化推進特別会計を設置し、一般会

計と区分して経理する。 

（歳入・歳出） 

第２条 この会計においては、首都圏教化推進に

属する冥加金及び懇志金、一般会計からの回付

受金並びにその他の収入をもって歳入とし、首

都圏教化推進及び東京宗務出張所に要する経費

並びにその他の支出をもって歳出とする。 

（予算の区分） 

第３条 この会計の歳入歳出予算は、歳入にあっ

てはその性質に従って、歳出にあってはその目

的に従って、それぞれ款及び項に区分する。 

（歳入歳出現況書の作成） 

第４条 この会計は、毎会計年度終了２ヵ月前に、

予算と同一の区分により、歳入歳出現況書を作

成しなければならない。 

（予算の提出） 

第５条 この会計の予算は、毎年その年度の一般

会計の予算と同時に宗会に提出して、その議決

を得なければならない。 

２ 前項の予算には、前条の歳入歳出現況書を添

付しなければならない。 

（首都圏開教推進資金） 

第６条 首都圏開教拠点の設置及び整備に必要な

資金を確保し、もって首都圏における教化推進

に資するため、首都圏開教推進資金（以下「推

進資金」という。）を設ける。 

２ 推進資金は、次の各号の収入を保管金として

別途にこれを経理する。 

（１）一般会計からの繰入金 

（２）第１１条に定める首都圏教化推進特別会計

の剰余金 

（３）首都圏開教拠点の活動から得た収入 

（指定寄付金の採納） 

第７条 推進資金として指定する寄付金は、会計

条例（１９８８年条例公示第１号。以下同じ。）

第２条及び第２６条の規定にかかわらずこれを

採納し、推進資金に繰り入れるものとする。 

（推進資金の利息の処理） 

第８条 推進資金から生じる果実は、これを推進
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資金に繰り入れて処理しなければならない。 

（推進資金の使用） 

第９条 推進資金を使用するときは、首都圏教化

推進特別会計の予算に計上して宗会の議決を得

なければならない。 

（推進資金の経理） 

第１０条 推進資金は、毎会計年度末現在の計算

書及び保管の方法を示す書類を作成し、会計監

査院の監査を経て、決算書と同時に宗会に提出

し、その承認を求めなければならない。 

（剰余金の処理） 

第１１条 この会計において歳計に剰余を生じたと

きは、これを推進資金に繰り入れるものとする。 

（歳入歳出決算書の作成・提出） 

第１２条 この会計は、毎会計年度歳入歳出決算

書を作成し、会計監査院の監査を経て、一般会

計の歳入歳出決算書と同時に宗会に提出し、そ

の承認を求めなければならない。 

（会計条例の準用） 

第１３条 この条例に定めのない事項については、

会計条例の規定を準用する。 

附 則 

 この条例は、１９９６年７月１日から施行する。 

附 則（２０１２年６月２９日条例公示第２１号）  

 この条例は、２０１２年７月１日から施行する。 

附 則（２０１４年６月２７日条例公示第８号）  

 この条例は、２０１４年７月１日から施行する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宗宝宗史蹟保存管理資金に関する 
特別措置条例  

〈１９９８年６月１７日条例公示第６号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宗宝及び宗史蹟の保存管理

に必要な資金を確保するための特別措置につい

て定める。 

（資金） 

第２条 前条の資金は、宗宝宗史蹟保存管理資金

（以下「資金」という。）といい、蓮如上人五百

回御遠忌特別会計又は一般会計から支出し、保管

金として別途にこれを経理する。 

（指定寄付金の採納） 

第３条 前条のほか、第１条に定める資金として

指定する寄付金は、会計条例（１９８８年条例公

示第１号。以下同じ。）第２条及び第２６条の規

定にかかわらずこれを採納し、資金に繰り入れ

るものとする。 

（資金の使用） 

第４条 資金を使用するときは、会計条例第７条

の規定に基づき、特別会計を設定し、又は一般

会計の予算に計上して宗会の議決を得なければ

ならない。 

（目的外使用の禁止） 

第５条 資金は、この条例の目的以外に使用する

ことができない。 

（経理） 

第６条 資金の経理の方法は、会計条例第４４条

の規定による。 

附 則 

 この条例は、公示の日から施行する。 
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親鸞仏教センター資金に関する 
特別措置条例  

〈２００１年６月２９日条例公示第１７号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教育条例（１９９１年条例

公示第２３号）第２０条に定める親鸞仏教セン

ターの設置及び管理運営に必要な資金を確保す

るための特別措置について定める。 

（資金） 

第２条 前条の資金は、親鸞仏教センター資金

（以下「センター資金」という。）といい、一

般会計から支出し、保管金として別途にこれを

経理する。 

（指定寄付金の採納） 

第３条 前条のほか、この条例施行の間に第１条

に定める資金として指定する寄付金は、会計条

例（１９８８年条例公示第１号。以下同じ。）

第２条及び第２６条の規定にかかわらずこれを

採納し、センター資金に繰り入れるものとする。 

（利息の処理） 

第４条 センター資金から生じる果実は、これを

センター資金に繰り入れて処理しなければなら

ない。 

（資金の使用） 

第５条 センター資金の一部又は全部を使用する

ときは、会計条例第７条の規定に基づき、特別

会計を設定し、又は一般会計の予算に計上して

宗会の議決を得なければならない。 

（経理） 

第６条 センター資金の経理の方法は、会計条例

第４４条の規定による。 

附 則 

 この条例は、２００１年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災復興支援資金に 
関する特別措置条例 

〈２０１１年２月２８日条例公示第４号〉 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、東日本大震災に対する救援

金（以下「救援金」という。）として本派に預

託されている金員を、本派が行う復興支援に使

用する資金として保管し、適正に経理するため

に必要な事項を定める。 

（資金） 

第２条 前条の資金は、東日本大震災復興支援資

金（以下「資金」という。）といい、保管金と

して別途にこれを経理する。 

（救援金の資金への繰り入れ） 

第３条 ２０１２年３月１日現在における救援金

の残額は、一般会計の予算に計上し、宗会の議

決を経て、資金に繰り入れるものとする。 

２ 前項による繰り入れの際、当該予算より救援

金の残額が超過した場合に限り、超過した額と

同額を資金へ支出超過することができる。 

（寄付金の採納） 

第４条 前条のほか、この条例施行後に本派に預

託される救援金は、全て指定寄付金としてこれ

を採納し、会計条例（１９８８年条例公示第１

号。以下同じ。）第２条及び第２６条の規定に

かかわらず資金に繰り入れるものとする。 

（利息の処理） 

第５条 資金から生じる果実は、これを資金に繰

り入れて処理しなければならない。 

（資金の使用） 

第６条 資金の一部又は全部を使用するときは、

一般会計の予算に計上して宗会の議決を得なけ

ればならない。 

（目的外使用の禁止） 

第７条 資金は、この条例の目的以外に使用する

ことができない。 

（経理） 

第８条 資金の経理の方法は、会計条例第４４条

の規定による。 

附 則 

 この条例は、２０１２年３月１日から施行する。 
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沖縄別院整備資金に関する 
特別措置条例 

〈２０１４年６月２７日条例公示第１１号〉 

改正 ２０２１年６月３０日条例公示１１ 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、沖縄準開教区における弘

教の中心として沖縄開教本部と一体として運

営される東本願寺沖縄別院（以下「沖縄別院」

という。）の整備に必要な資金を確保し、もっ

て本派の沖縄開教の実を挙げるための特別措置

について定める。 

（整備資金） 

第２条 前条の資金は、沖縄別院整備資金（以下

「整備資金」という。）といい、一般会計から

支出し、保管金として別途にこれを経理する。 

（指定寄付金の採納） 

第３条 前条のほか、第１条に定める資金として

指定する寄付金は、会計条例（１９８８年条例

公示第１号。以下同じ。）第２条及び第２６条

の規定にかかわらずこれを採納し、整備資金に

繰り入れるものとする。 

（利息の処理） 

第４条 整備資金から生じる果実は、これを整備

資金に繰り入れて処理しなければならない。 

（整備資金の使用） 

第５条 整備資金を使用するときは、一般会計に

計上して宗会の議決を得なければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第６条 整備資金は、この条例の目的以外に使用

することができない。 

（経理） 

第７条 整備資金の経理の方法は、会計条例第４

４条の規定による。 

附 則 

 この条例は、２０１４年７月１日から施行する。 

附 則（２０２１年６月３０日条例公示第１１号）  

 この条例は、２０２１年７月１日から施行する。 
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	（経理）



